
事業
№

推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

2
⑩地域公共交通・物
流や地域観光業等に
対する支援

令和8年度公共交通事
業者等継続支援事業

①燃料費の価格高騰に加え、最低賃金も上昇していることから厳しい経営環境にある公共交通
事業者の影響を緩和するため、支援金を交付することにより事業継続を図る。

②補助金
③各事業者の車両等所有台数に応じて補助する。
・鉄道：170千円×15両＝2,550千円
・路線バス：75千円×53台＝3,975千円
・貸切バス：60千円×30台＝1,800千円
・タクシー：35千円×65台＝2,275千円
・代行：30千円×20台＝600千円
・マイクロバス：30千円×15台＝450千円
・カーフェリー：3,000千円×3隻＝9,000千円
合計20,650千円
④市内に本社又は支社、営業所を有する鉄道・バス（貸切バス含む）・タクシー・代行事業
者、レンタカー（マイクロバスに限る）事業者及び本市と他市町村を航路で結ぶ船舶事業者

R8.4 R8.9

3
⑩地域公共交通・物
流や地域観光業等に
対する支援

令和8年度貨物運送業
継続支援事業

①燃料費の価格高騰に加え、最低賃金も上昇していることから厳しい経営環境にある貨物自動
車運送事業者の影響を緩和するため、支援金を交付することにより事業継続を図る。

②補助金
③保有する車両数に以下の支援単価を乗じた支援金を交付
　（ただし、使用の本拠の位置が本市内にある車両に限る）
・貨物用普通自動車（被けん引車を除く）：30千円×290台＝8,700千円
・貨物用小型車　15千円×15台＝225千円
・軽貨物自動車　15千円×50台＝750千円
合計9,675千円
④市内に事業所又は営業所を有し、貨物自動車運送事業法（平成元年法律第８３号）若しくは
道路運送法（昭和２６年法律第]１８３号）に基づき、国土交通大臣の許可を受けた事業者又
は届け出を行った事業者

R8.4 R8.9

4
⑨中小企業等に対す
るエネルギー価格高
騰対策支援

令和8年度セーフティ
ライト（防犯灯）維持
管理臨時給付金

①円安と原油高騰により様々な物価が高騰しており、限られた会費で運営している町内会・自
治会の活動にも影響が出てきていることから、町内会・自治会が維持管理するセーフティライ
ト（防犯灯）の電気料金に対して、１灯当たり年間の電気料金平均増額見込額（180円）を給
付することで、町内会・自治会の負担軽減を図り、町内会・自治会活動の停滞を防ぐもの。

②給付金及び事務費
　1防犯灯あたり電気料金の増加見込額180円を支援する。
③防犯灯数3,710灯×給付金単価180円＝667,800円
　 事務費（郵送料、振込手数料、消耗品等）41,000円
④町内会・自治会

R8.4 R8.7

5
⑧農林水産業におけ
る物価高騰対策支援

令和8年度家畜飼料価
格高騰対策事業

①不安定な世界情勢等の影響による穀物需要の増加や燃油高騰による輸送費の増加等により、
家畜飼料用の輸入原料が高騰し、畜産経営において大きな負担となっていることから、配合飼
料価格安定制度の農業者積立金の一部を助成することにより、畜産経営の安定化と事業継続を
図る。
②補助金
令和7年4月1日から令和8年3月31日までに購入した配合飼料等1トン当たり400円以内を助成
③対象数量　80,000t
助成単価　400円/ｔ　（配合飼料価格安定制度　生産者積立金１トン当たり800円×1/2）

80,000ｔ×400円＝32,000,000円
④市内に経営の主体を置く配合飼料価格安定制度へ加入している畜産農家

R8.4 R8.10

6
⑧農林水産業におけ
る物価高騰対策支援

令和8年乳用牛生産コ
スト高騰対策事業

①購入粗飼料等の価格高騰の影響を受け、生産コストが上昇している酪農経営について、生産
コスト上昇分の一部を支援することにより、酪農経営の安定化と事業継続を図る。
②補助金
乳用牛の経産牛１頭あたり10,000円を助成
※生産コスト上昇分の1/2以内を助成
③1,100頭×10,000円＝11,000,000円
※対象頭数は令和8年2月1日現在の乳用牛の経産牛
④市内に経営の主体を置く、酪農業を営む畜産農家

R8.4 R8.10

令和8年度物価高騰対策重点支援地方創生臨時交付金実施計画



7
⑧農林水産業におけ
る物価高騰対策支援

令和8年度優良肉用子
牛生産推進緊急対策事
業

①円安や燃油高騰などの様々な影響による家畜飼料などの物価高騰に伴い、肥育農家の肉用子
牛の購買意欲が減退し、肉用子牛の販売価格の低迷が継続しているため、経営改善や衛生管理
に取り組む肉用子牛生産農家に対して支援し、肉用子牛の生産基盤の維持・強化を図る。
②補助金
JA全農長崎 県南家畜市場での黒毛和種子牛の平均販売価格が61万円を下回った場合に、販売
頭数に応じて奨励金を交付
令和7年4月から令和8年3月販売分
③販売見込頭数450頭×10千円/頭＝4,500千円
　 ※県南家畜市場での販売見込頭数：450頭（R7.4～R8.3)
④市内に経営の主体を置き、飼養管理向上に取り組む肉用子牛生産農家

R8.4 R8.10

8
⑧農林水産業におけ
る物価高騰対策支援

令和8年度施設園芸等
燃油価格高騰対策事業

①円安等における様々な影響から原油価格の高止まりが続いているため、施設園芸等で使用す
る燃油の価格が高水準で推移し、依然として市内農業者の経営が圧迫されていることから、燃
油購入費の一部を支援することで、農林業経営の安定化と事業継続の支援を図る。
②補助金
令和7年4月1日から令和8年3月31日までに購入した施設園芸等の加温用及び特用林産物の生産
用燃油等の購入費について一部助成
③＜A重油、灯油等＞1ℓあたり10円
      使用見込量　600,000ℓ×10円＝6,000千円　Ⓐ
   ＜LPガス＞1㎥あたり20円
      使用見込量6,000㎥×20円＝120千円　Ⓑ
      Ⓐ＋Ⓑ＝6,120千円
④市内に住所を有し、加温を要する農作物、特用林産物又は葉たばこを栽培する農林業者

R8.4 R8.10

9
⑧農林水産業におけ
る物価高騰対策支援

令和8年度漁業用燃油
価格高騰対策事業

①物価高騰の影響に伴い、漁業活動に使用する燃油の価格が高水準で推移し、漁業経営に深刻
な影響を及ぼしています。このような状況に鑑み、燃油購入費の一部を支援することにより、
漁業経営の安定化、ひいては水産物の安定供給に寄与します。

②給付金
③令和7年4月1日から令和8年3月31日までに購入した漁業用燃油
購入支援：328,200ℓ×10円＝3,282千円
④市内漁協正組合員

R8.4 R8.10

10
①食料品の物価高騰
に対する特別加算

令和8年度「おいしく
いただきます」子育て
応援学校給食費支援事
業

①継続して高騰する食材費の増額分を、給食費の値上げではなく補助金を活用することによっ
て、保護者の金銭的な負担増を回避するとともに、安心安全な学校給食を提供し続けることを
目的とする。
②補助金
物価高騰による小中学生の保護者の負担を軽減するための小中学校等における学校給食費等の
支援（※教職員の給食費は含んでおりません）

③●小学生　13,185,370円

330円/食　330円×177食＝58,410円（1人あたり）

国の無償化額　5,200円×10か月＝52,000円（1人あたり）

58,410円-52,000円＝6,410円　6,410円×2,057人（児童数）＝13,185,370円
●中学生　20,389,632円
376円/食（保護者負担280円＋補助96円）

96円×176食×1,112人（生徒数）＝18,788,352円（4～2月分）

96円×  15食×1,112人＝1,601,280円（3月分）

●合計　33,575,002円
※国の給食費負担軽減交付金による支援額を超える部分に対し重点支援地方交付金を充当す
る。
※令和9年3月分の材料費総額は令和9年4月下旬にならないと確定できないので、交付金の実績
報告に間に合わないため、令和9年2月分までを交付金の対象期間とする。3月分1,602千円は市
が負担する。
④島原市学校給食会

R8.4 R9.3

11
⑨中小企業等に対す
るエネルギー価格高
騰対策支援

令和8年度小規模省エ
ネ設備導入支援事業

①原油価格や物価高騰などの影響を受けている市内中小企業者等が、経営改善に向けて省エネ
ルギー設備を導入する際の支援を行う。
②補助金
③燃料の使用量削減等につながる省エネルギー設備（ユーティリティー設備）の導入にかかる
設備費

20件×50万円＝1,000万円
（補助率）2/3以内
（補助上限額）１事業者あたり上限50万円（下限額10万円）
④市内に主たる事業所等を置く、中小企業者等（農業、林業、漁業除く）

R8.4 R8.10

12
①食料品の物価高騰

に対する特別加算

令和8年度臨時特別給

付金事業

①食料品やエネルギー関係等の消費支出に対する物価高対策のため、島原市に住所がある市民
全員に7千円の給付金の支給を行う。
迅速に市民全員へ支援を届けるため、食料品など日常生活で汎用性の高い用途に使える現金を
給付し、生活を支援する。
②給付金及び事務費

③給付費　41,500人×7千円＝290,500千円
事務費　16,598千円
合計　307,098千円
④島原市に住民登録がある者

R8.4 R8.11


